
















































































































































　SWOT 分析で認識する外部環境分析には前述の PEST 分析が含まれる。また SWOT
分析で認識する内部環境分析においては，人材力・技術力・組織力の分析などに加えて，
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どのように弱みを克服するか，どのように機会を利用するか，どのように脅威を取り除く，
または脅威から身を守るか，という次を考えることがクロス SWOT 分析の目的である（12）。
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　銀行貸出，貸出審査は，銀行・金融機関の営業原則の下で行われる。銀行貸出において




























































年 4 月に帝国データバンクが発表した「2014 年度金融機関の『中小企業への融資方針』
調査」結果によれば，金融機関が重要視するポイントは，「経営者の資質」が 56.4％とトッ
プで，次いで「事業の成長性」が 53.6％，「取引状況全般」が 53.1％，「借入目的・使途」


















































































































































































































































































































































































































































































































































12 月 27 日閣議決定）においても，「経営改善が必要な産業・企業の見極めに資する評価
手法の検討」を政府として行うことが決められた。















　2016 年 3 月に経済産業省経済産業政策局産業資金課が「ローカルベンチマーク『参考














































































































































































（50）藤津勝一［2018a］44-47 ページ。藤津勝一［2018 ｂ］4-25 ページ。中小企業診断
協会編［2004］94 ページ。
（51）中小企業診断協会編［2004］91-92、96-100 ページ、藤津勝一［2018 ｂ］4-25 ページ、
参照。































小企業を取り巻く環境は一層厳しい」『信用金庫』2013 年 1 月、44 ページ）。　
（59）新田信行、前掲金融高度化セミナー講演、日本銀行金融機構局金融高度化センター
［2017］。













（64）新田信行「『人とコミュニティの金融』について」2017 年 7 月 3 日報告、日本金融
機構局金融高度化センター［2017」。頻繁にストライキをやっていないかを見ることも
チェックポイントとなる（リスクモンスター株式会社編［2012］334 ページ）。
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（105）経済産業省経済産業政策局産業資金課「ローカルベンチマークについて」2016 年 3 月。
（106）金融庁「平成 26 事務年度　金融モニタリング基本方針（監督・検査基本方針）」
2014 年 9 月。
（107）第 6 回　日本の「稼ぐ力」創出研究会「ローカル経済圏の『稼ぐ力』創出」（事務
局説明資料）、経済産業省経済産業政策局、2014 年 10 月。
（108）帝国データバンク［2015 ｂ］。　








業省「【最新】ローカルベンチマークツール（2018 年 5 月ツール改訂版）」。経済産業省
経済産業政策局産業資金課・株式会社帝国データバンク「ローカルベンチマーク『参考
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鈴木健二郎［2016b］「事業性評価と『企業特許レポート』～ソフト情報の積極活用の一
例として～」『銀行法務 21』No.807、11 月。



















































（7 月 3 日開催）8 月。
日本銀行金融機構局金融高度化センタ ［ー2018］「金融高度化セミナ 『ー金融機関の働き方』」
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